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幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン（はじめの100か月の育ちビジョン）について

経緯・概要・今後の方向性

◆ こども家庭庁は、政府におけるこども政策の司令塔として、幼児期までのこどもの健やかな成長のための環境
づくりや、家庭における子育て支援等に関する基本的な施策を企画・立案し、一元的に推進しています。

◆ こども家庭庁の新設等を示した「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」（令和３年12月閣議決定）
において、新たに創設されるこども家庭庁の役割として、
✓ 就学前のこどもの健やかな成長のための環境確保及びこどものある家庭における子育て支援に関する事務
を所掌し、幼稚園に通うこどもや、いずれの施設にも通っていない乳幼児を含む、就学前の全てのこども
の育ちの保障を担うことや、

✓ 幼稚園、保育所、認定こども園、家庭、地域を含めた、政府内の取組を主導する（就学前のこどもの育ち
に係る基本的な指針（仮称）を新たに閣議決定し、これに基づき強力に推進する）こと

などが示されました。
これを踏まえて、こども家庭庁の設置後、速やかに指針の策定を進めるため、内閣官房こども家庭庁設立準備
室において有識者懇談会を開催し、令和５年３月に論点整理がなされました。

◆ 令和５年４月のこども家庭庁発足後は、上記の論点整理も踏まえながら、こども家庭審議会幼児期までのこど
もの育ち部会において議論を進め、全てのこどもの誕生前から幼児期までの育ちを保障するため、大切な理念
として目指したい姿や共有したい考え方などを検討し、答申を取りまとめました。

      この答申を踏まえ、12月に「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン（はじめの100か月の
      育ちビジョン）」を閣議決定しました。

◆ 今後は、本ビジョンを踏まえて、幼児期までの全てのこどもの育ちを保障するため、社会全体への普及啓発に
取り組むとともに、政府全体の取組を主導していきます。

「はじめの100か月の育ちビジョン」HP
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幼児期までこそ、生涯にわたるウェルビーイング（身体的・精神的・社会的に
幸せな状態）の向上にとって最重要

✓誰一人取り残さないひとしい育ちの保障に向けては課題あり
※児童虐待による死亡事例の約半数が０～２歳／就園していないこどもは、家庭環境により、他のこどもや大人、社会や自然等に触れる機会が左右される

✓誕生・就園・就学の前後や、家庭・園・関係機関・地域等の環境間に切れ目が多い

こどもの権利と尊厳を守る１ 「安心と挑戦の循環」を通してこどものウェルビーイングを高める２

「こどもの誕生前」から
切れ目なく育ちを支える

３ 保護者・養育者のウェルビーイング
と成長の支援・応援をする

４ ５ こどもの育ちを支える環境や社会の厚みを増す

安心

⇒社会全体の認識共有×関連施策の強力な推進のための羅針盤が必要

✓ こども大綱の下に策定する「こどもまんなか実行計画」の施策へ反映
✓ 全ての人の具体的行動を促進するための取組を含め、こども家庭庁が

         司令塔となり、具体策を一体的・総合的に推進

⇒こども基本法にのっとり育ちの質を保障

✓乳幼児は生まれながらにして権利の主体
✓生命や生活を保障すること
✓乳幼児の思いや願いの尊重

⇒乳幼児の育ちには「アタッチメント（愛着）」の形成と豊かな「遊びと体験」が不可欠

「アタッチメント（愛着）」＜安心＞
不安な時などに身近なおとなが寄り添うことや、
安心感をもたらす経験の繰り返しにより、安心の
土台を獲得

豊かな「遊びと体験」＜挑戦＞
多様なこどもやおとな、モノ・自然・絵本・場所など身近
なものとの出会い・関わりにより、興味・関心に合わせた
「遊びと体験」を保障することで、挑戦を応援

⇒育ちに必要な環境を切れ目なく構築し、
次代を支える循環を創出

✓誕生の準備期から支える
✓幼児期と学童期以降の接続
✓学童期から乳幼児と関わる機会

⇒こどもに最も近い存在をきめ細かに支援

✓支援・応援を受けることを当たり前に
✓全ての保護者・養育者とつながること
✓性別にかかわらず保護者・養育者が
共育ち

⇒社会の情勢変化を踏まえ、こどもの
育ちを支える工夫が必要

✓「こどもまんなかチャート」の視点
（様々な立場の人がこどもの育ちを応援）

✓こどもも含め環境や社会をつくる
✓地域における専門職連携やコーディネーター
の役割も重要

⇒全ての人のウェルビーイング向上にもつながる
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【「はじめの100か月」とは】

本ビジョンを全ての人と共有するためのキーワードとして、母親の
妊娠期から幼保小接続の重要な時期（いわゆる５歳児～小１）まで
がおおむね94～106か月であり、これらの重要な時期に着目

全てのこどもの生涯にわたる
身体的・精神的・社会的（バイオサイコソーシャル）

な観点での包括的な幸福

挑戦
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全てのこどもの誕生前から幼児期までの
「はじめの100か月」から生涯にわたるウェルビーイングの向上
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５つのビジョン 関連施策 施策の実施状況

「はじめの100か月の育ちビジョン」の
普及啓発

Å令和５年度、ビジョンの一般向け広報動画・パンフレットや、保育者
など専門職向け研修動画・ガイドブックを制作・公表。

Å令和６年度、保護者や地域住民向け啓発動画・ハンドブックを制作。
また、これらの広報にあたり、イベント出展やメディアタイアップ実施。

Å令和７年度、こども・若者（小中高生や大学生）向けに、乳幼児の育
ちや子育てに関心を持ってもらえるようなパンフレット・動画や企業
向けに、乳幼児の育ちや子育てへの支援・応援を促すパンフレッ
ト・動画等を作成中。

また、これらの広報にあたり、イベント出展やメディアタイアップを

実施しているところ。

児童虐待防止等の推進 Å令和７年９月、こども家庭庁主催の「令和７年度全国児童福祉主管
課長・児童相談所長会議」で、全国の主管課及び児童相談所にビ
ジョンの概要や専門職向けの研修資料を周知。

Å全国のこども家庭センターに、ビジョンのパンフレットを送付。
Å令和7年10月、保育所等の職員による虐待の通報義務等を創設。

Å今後、ビジョンの推進に係る自治体向け事例集の中で、児童虐待
の防止に関連する取組事例を紹介予定。
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５つのビジョン 関連施策 施策の実施状況

「はじめの100か月の育ちビジョン」の
普及啓発

Å保護者・養育者、社会のすべての人向けに、５つのビジョンを踏
まえて具体的な行動を起こすためのポイントをまとめた動画・パ
ンフレットを作成・行政説明や講演、地域コーディネーター事業等
を通じて周知。

Å「はじめの100か月」の「アタッチメント」・「遊びと体験」に関する調
査研究や、ビジョンを踏まえた実態調査を行い、報告書を公表。

Å上記の広報動画、パンフレット等を全国の自治体に周知するとと
もに、配送希望のあった自治体等に製本したパンフレット等を提
供することで、各自治体における普及啓発を推進。

Å令和７年４月の「こどもまんなか月間」に合わせて、こども家庭庁
のSNS（X、インスタグラム）において、上記の広報動画・パンフ
レット等を周知。

「こども誰でも通園制度」の推進 令和７年４月の制度化、令和８年４月の本格実施に向けて、
Å令和６年度に試行的事業を実施した。
Å令和７年度は、本格実施の詳細検討のため、「こども誰でも通園
制度の本格実施に向けた検討会」を実施した。

親子関係形成支援事業の推進 Å今後、ビジョンの推進に係る自治体向け事例集の中で、関連する
取組事例を紹介予定。

Å先進的な取組をしている自治体の事例を自治体説明会で紹介。
また、令和8年度に実施する調査研究においては、事業推進に
向け、本事業の実態把握や実施による効果検証等を行う予定。

保育士・保育教諭・幼稚園教諭等の
人材育成・確保・処遇改善等

Å令和７年度において、令和７年人事院勧告を踏まえ、保育士・保
育教諭・幼稚園教諭等の公定価格上の人件費について、＋
5.3％の処遇改善を行った。

Å新規資格取得支援、就業継続支援、潜在保育士等の就職支援、
保育の現場・職業の魅力発信の取組を総合的に推進。

Å保育の現場・職業の魅力発信の取組に係る行政説明等の機会
において、あわせてビジョンの周知を実施。
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「はじめの100か月の育ちビジョン」の関連施策の実施状況②



５つのビジョン 関連施策 施策の実施状況

「はじめの100か月」の育ちに関する
調査研究

Å令和７年度、基礎自治体やこどもに関わる専門職等の取組事例に関す
る調査研究や、諸外国における「はじめの100か月」に関する政府方針
や支援策に関する調査研究の設計・調査対象国の選定に係る調査研
究を実施中。

妊婦等包括相談支援事業の推進 Å令和７年３月に策定した「妊婦等包括相談支援事業（伴走型相談支援）
ガイドライン」にビジョン関連の記載を盛り込み済。

Å上記の伴走型相談支援で活用される妊産婦向け視聴動画（令和８年３
月に完成予定）で、ビジョンの概要や「安心と挑戦の循環」「保護者・養
育者のウェルビーイングと成長の支援・応援」について紹介。

「幼保小の架け橋プログラム」の推進 Å令和４～６年度、文部科学省において、幼保小の関係者が協働して架
け橋期のカリキュラムの開発・実施等に取り組む「幼保小の架け橋プロ
グラム事業」を実施。

Å令和７年度より、文部科学省において、全国規模で「幼保小の架け橋プ
ログラム」を推進するため、「幼児教育推進体制等を活用した幼保小の
架け橋プログラム促進事業」を実施。

放課後児童対策の推進 Å令和５年度～、こども家庭庁と文部科学省で毎年末に取りまとめている
「放課後児童対策パッケージ」にビジョン関連の記載を盛り込み済（β）。

Å令和８年１月、こども家庭庁主催の「全国こどもの健全育成リーダー養
成セミナー」で、全国の児童館・放課後児童クラブ関係者にビジョンの概
要を周知。

Å今後、ビジョンの推進に係る自治体向け事例集の中で、幼児期から学
童クラブへの切れ目のない支援に関する取組事例も取り上げる予定。

Å ※R7.12.「放課後児童対策パッケージ2026」（抄）（２）全てのこどもが放課後を安全・安
心に過ごすための強化策
３）質の向上に資する研修の充実等
④ 「はじめの100 か月の育ちビジョン」と連携した広報
「はじめの100 か月の育ちビジョン」（令和５年12月閣議決定）は、幼保小接続の
重要な時期を含め、全てのこどもの「はじめの100 か月」（母親の妊娠期～小１）の
育ちを切れ目なく支えることを目指している。本ビジョンに基づき、地域の関係者が
連携して幼児期から学童期にわたって育ちを保障していくことは、こどもが安心して
放課後を過ごすことにもつながることから、ビジョンの趣旨を関係者に周知していく
とともに、ビジョンを踏まえた教育・保育等の関係機関の連携による放課後児童対
策の取組事例を紹介するなど、必要な広報を進める。 9

「はじめの100か月の育ちビジョン」の関連施策の実施状況③



５つのビジョン 関連施策 施策の実施状況

乳幼児触れ合い体験の推進 Å令和５年12月、こども家庭庁と文部科学省から自治体宛てに発
出した事務連絡の「乳幼児触れ合い体験の推進について」で、
ビジョン関連の記載を盛り込み済（β）。

Å「はじめの100か月の育ちビジョン」地域コーディネーターの養成

事業の事例集において、乳幼児触れ合い体験に関する取組事
例を掲載・周知。

※R5.12.「乳幼児触れ合い体験の推進について」（抄）
また、同日に閣議決定された「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビ
ジョン（はじめの100 か月の育ちビジョン）」（以下、「はじめの100 か月の育ち
ビジョン」という。）においては、自身の育ちを支えられた者が次代のこどもの
育ちを支える好循環を生み出すためにも、ライフイベントの多様性を尊重しつ
つ、全ての人が学童期・思春期・青年期から、教育機関や地域において、乳
幼児の育ちや子育てについて学んだり、乳幼児と関わったりする体験ができ
る機会を保障することとしています。

地域における障害児の支援体制の強化とイ
ンクルージョンの推進

Å令和６年７月、「児童発達支援ガイドライン」にビジョン関連の記
載を盛り込み済（β）。

Å今後、ビジョンの推進に係る自治体向け事例集の中で、発達相
談に関する取組事例も取り上げる予定。

※R6.7.「児童発達支援ガイドライン」（抄）
第１章 総論
２．こども施策全体の基本理念
また、乳幼児期については、全てのこどもの誕生前から幼児期まで
の「はじめの100か月」から生涯にわたるウェルビーイングの向上を図
ることを目的として、全ての人で共有したい理念と基本的な考え方を
示し、社会全体の認識共有を図りつつ、政府全体の取組を推進する
羅針盤として、「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン
（はじめの100か月の育ちビジョン）」（以下「はじめの100か月の育ちビ
ジョン」という。）が、令和５年12月に閣議決定されており、「はじめの
100か月の育ちビジョン」の内容も十分に理解し、障害の有無にかか
わらず全てのこどもの育ちをひとしく切れ目なく保障する視点を持ち、
こどもや家族の支援に当たっていくことが重要である。
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５つのビジョン 関連施策 施策の実施状況

母子保健施策の総合的な推進 Å母子健康手帳の任意様式部分において、ビジョンに関するHPリ
ンクを記載するほか、こども家庭庁で作成している「母子健康手
帳情報支援サイト」にも掲載。

※参考：https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf

Åビジョンを保護者向けに発信するためのWeb記事において、こど
も家庭センターの役割について紹介。

地域におけるこども・子育て支援の推進 Åビジョンの保護者向け啓発動画・ハンドブックで、地域子育て支
援拠点事業について取り上げた。

Åこども家庭庁の委託事業として実施された地域子育て支援拠点
事業等の従事者向け研修において、ビジョンの関連資料を配布
するなど、地域子育て支援拠点事業の関係者にビジョンを周知。

家庭教育支援の推進 Å令和８年２月、文部科学省主催の令和７年度「家庭教育支援
フォーラム」で、全国の家庭教育支援関係者等にビジョンの概要
を周知。

共働き・共育ての推進 Åビジョンの地域住民向け啓発動画・ハンドブックで、仕事と子育
ての両立について取り上げた。

Å厚生労働省の「共育（トモイク）プロジェクト」の事業特設HPに、ビ
ジョンのHPリンクを掲載。

「こども誰でも通園制度」の推進【再掲】 【再掲のため省略】

妊婦等包括相談支援事業【【再掲】 【再掲のため省略】
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「はじめの100か月の育ちビジョン」の関連施策の実施状況⑤

https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf
https://mchbook.cfa.go.jp/pdf/item_1_3.pdf


５つのビジョン 関連施策 施策の実施状況

「こどもまんなかアクション」と連携した
広報

Å令和７年度、全国各地で開催される「こどもまんなかアクション
リレーシンポジウム」や、その他子育て中の方々へ向けたイベン
トへの出展時、ビジョンのパンフレットを配布。

Åこども家庭庁HPでは、「はじめの100か月」関係の取組事例を含
めた「こどもまんなか応援サポーター」による「こどもまんなかア
クション」の取組事例を紹介。

「健やか親子２１」と連携した広報 Å令和７年11月、健やか親子21内閣府特命担当大臣表彰 表彰式
において、受賞者に対しビジョンの関連資料を配布・周知。

Åビジョンを保護者向けに発信するためのWeb記事で、妊娠期か
らの栄養、授乳、離乳食、食育に関する内容を取り上げるととも
に、妊娠中・産後の保護者を対象とした栄養・食生活、授乳・離
乳に関する資料を掲載・周知。

「はじめの100か月の育ちビジョン」の
普及啓発【再掲】

【再掲のため省略】

「はじめの100か月の育ちビジョン」地域
コーディネーターの養成

Å令和６年度の地域コーディネーターの活動事例集を周知。
Å令和７年度、全国10のモデルにおいて、地域コーディネーターの

活動を進めるとともに、令和８年１月・２月には全国３か所でモデ
ル団体の取組事例を広く発信するための地方キャラバンを開催。
今年度中に、令和７年度の取組事例集をまとめる予定。

乳幼児触れ合い体験の推進【再掲】 【再掲のため省略】
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「はじめの100か月の育ちビジョン」の関連施策の実施状況⑥

https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-mannaka/sympo/#r6yamagata
https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-mannaka/sympo/#r6yamagata
https://baby-calendar.jp/special/article/cfa/kodomo_sodachi/01
https://baby-calendar.jp/special/article/cfa/kodomo_sodachi/01


関連施策の参考資料
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令和７年度予算 36百万円 ＋ 令和６年度補正予算額 1.4億円（36百万円）

成育局 成育基盤企画課「はじめの100か月の育ちビジョン」を踏まえた取組の推進

事業の目的

⚫ 令和５年12月、全てのこどもの誕生前から幼児期までの「はじめの100か月」（妊娠期から小１まで）から生涯にわたるウェルビーイング（身体的・精神的・

社会的に幸せな状態）の向上に向けて、「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン（はじめの100か月の育ちビジョン）」が閣議決定された。

⚫ 本ビジョンを社会全体の全ての人に共有し、本ビジョンを踏まえた取組を推進するため、「１．『はじめの100か月の育ちビジョン』の普及啓発」

「２．『はじめの100か月の育ちビジョン』地域コーディネーターの養成」「３．『はじめの100か月』の育ちの科学的知見に関する調査研究」を

３年間で集中的に実施。

⚫ これらの実施と相互の有機的な連携により、 「はじめの100か月の育ちビジョン」を非常に大切だと思う人の割合を80％に増加させることを目指

し（令和５年度現在：約46％）、全てのこどもの「はじめの100か月」の育ちを社会全体で支援・応援することで、本ビジョンの実現を図る。

事業の概要

実施主体等

１．「はじめの100か月の育ちビジョン」の普及啓発

① 「はじめの100か月の育ちビジョン」の効果的な広報 【令和7年度当初予算】
本ビジョンの社会的な認知度の向上とビジョンを踏まえた行動の促進を図るため、「はじめの100か月」をテーマとしたイベントの開催や外部メ
ディアとのタイアップなど、様々な効果的な広報を実施。

② 「はじめの100か月の育ちビジョン」の普及啓発コンテンツ作成 【令和6年度補正予算】

✓こども・若者（小中高生や大学生）向けに、乳幼児の育ちや子育てに関心を持ってもらえるようなパンフレット・動画等を作成。

✓企業向けに、乳幼児の育ちや子育てへの支援・応援を促すパンフレット・動画等を作成。

２．「はじめの100か月の育ちビジョン」地域コーディネーターの養成 【令和6年度補正予算】

本ビジョンを踏まえて、「はじめの100か月」の育ちを支える環境や社会の厚みを増すことを目指し、乳幼児やその保護者・養育者と地域の
人々をつなぐ活動を行う地域コーディネーターを全国的に養成するため、各地域におけるモデル事例を創出。

令和６年度までのモデル事例を踏まえ、自治体等においてコーディネーター研修をさらに充実させた形で実施するとともに、モデル事例の全国
展開に向けた地方キャラバンの開催や事例集の周知などに取り組むことで、より多種多様な地域の実情に応じた実践事例の蓄積と横展開を図る。

【実施主体】民間企業・団体等
【委託先】 １．民間企業等 ２．統括事業者＋自治体・民間団体等10か所程度（475万円／１件） ３．学術機関・民間企業等
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３．「はじめの100か月」の育ちの科学的知見に関する調査研究 【令和6年度補正予算】

「はじめの100か月」のこどもの育ちに関する科学的知見の充実・普及に向けて、 「こどもの誕生前から幼児期までの切れ目ない育ちの保障」や
「乳幼児の保護者・養育者への支援・応援」、「地域社会と乳幼児の関わり」等に関する調査研究を行う。



はじめの100か月ビジョンの普及啓発① イベント・メディアタイアップについて

本ビジョンの社会的な認知度の向上とビジョンを踏まえた行動の促進を図るため、「はじめの100か月」をテーマと

したイベント・コンテストの開催、ビジョンの認知度等に関する実態把握アンケート、同調査を踏まえた普及啓発の

実施など、様々な効果的な広報を展開。

事業概要

͍ ͎ ͏

アンケート調査の結果を踏まえて
広報課題・ターゲット層を設定し、

ビジョンの認知促進や理解向上に
資するための取組を実施

（取組事例）
・WEBメディア記事タイアップ
企業・経営者向けWEBメディア記事

・全国のイオンモール（10店舗）での
ビジョン動画放映

・東武鉄道「たのしーと」での

オリジナルポスター掲出

イベント・コンテストの開催

100か月ビジョンの認知度や進捗状況
を図るためのアンケート調査を実施

対象：10代～60代までの約3000人
（子育て家庭、そうでない家庭を含む）

調査項目（例）

・100か月ビジョンの認知度
・こどもと関わる活動に参加している者
の割合
・幼児期までのこどもの育ちについて信
頼できる情報が得られている者の割合
など
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１）子育て世代向け、学生、企業向け
イベントへの出展（２か所程度）

２）「はじめの100か月の育ちビジョン」
PR動画コンテストの開催

・こども・若者、一般の枠を設定
・普及啓発コンテンツを作成する過程で、
ビジョンへの理解を深めてもらい、
同世代のターゲット層に効果的に発信

アンケート調査 実態把握に基づく効果的広報



はじめの100か月ビジョンの普及啓発② 普及啓発コンテンツの作成

「はじめの100か月」の親子等と関わりの少ないこども・若者（小中高生や大学生）や企業関係者が、

本ビジョンの内容理解や具体的な行動変容に繋げるための入り口として、

本ビジョンへの関心や当事者意識を持ってもらうための普及啓発コンテンツを作成する。

コンテンツ作成の目的

① PR動画の作成

→ こども・若者をメインターゲットにし、

ビジョンに興味・関心が持てるような

30秒程度の動画を作成

② ポスターの作成

→ こどもが読んでもわかりやすい内容で、

本ビジョンの認知促進に資するポスター

を作成。

企業関係者向けこども・若者向け

① PR動画の作成

→ 企業関係者をメインターゲットにし、

ビジョンに興味・関心が持てるような

30秒程度の動画を作成

② 企業向けハンドブックの作成

→ こども・保護者向けサービスの改善や

こどもに関わるCSR等の検討における活用を

念頭に、本ビジョンの概要や、

企業が組織内又は企業活動として実践できる

取組を紹介

SNS等での周知 / 児童館等での掲示 経済団体を通じた周知・企業向けイベントでの配布等

「はじめの100か月の育ちビジョン」HPや、昨年までに作成した各種コンテンツへ誘導

→ ビジョンの内容理解や、ビジョンを踏まえた行動変容につなげる

効果
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認知 理解 行動促進

保護者・養育者

専門職
（こどもと直接接する人）

こども・若者
（こどもが過ごす空間）

企業
（こどもが過ごす空間）

地域
（地域の空間）

・動画
③地域で共育ち・共育て

・動画
②『じぶん時間』と『お互いさま』

・動画
ˮάςϜⱲḧ˯ρˮΣρσⱲḧ˯
ᾋ︢ϥμοςΞΜΞάρ
ιμο˰ψαϛχ100ΤὮ˱

・研修動画
・ガイドブック

はじめの100か月ビジョンの普及啓発③ 今後の周知の方向性
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・ハンドブック

・動画
①10代だからできることある？

ハンドブック

・P
R

6
秒
動
画

○こども・若者向け
○企業向け ᶆЌ˔ϿАЕτ βϥТАϼ ᵊϬ⌠

新規作成コンテンツ R8年度の周知の方向性

ʾR͑ ☼ם͒˙

ʾR7 ⌠

【PR30秒動画】 【こども・若者向けポスター】 【企業向け研修資料】

・PR30秒動画
・企業向け研修資料

→Youtube等のSNSを活用した発信
ӛШШ児童館など、こどもが
集まる場所での掲載等

άςϜʾֿיּבτ ẉπΦϥ
ЀС˔жϱЕ Ϭ►μο⌠

ӛ経済団体を通じた周知・
企業向けイベントでの配布等

ḼỘχּז ᾆ π► πΦϥ
ˮψαϛχ100ΤὮ˯Ϭᴂכβϥ
︡ ϞḼỘᶨ τḩβϥⱢ ⌠

・PR30秒動画
・こども・若者向け
ポスター

・企業向け
     研修資料

・紹介動画
・パンフレット

https://www.youtube.com/watch?v=CGpqd3cVWqk
https://www.youtube.com/watch?v=tSO_TiOGIfw
https://www.youtube.com/watch?v=tSO_TiOGIfw
https://www.youtube.com/watch?v=tSO_TiOGIfw
https://www.youtube.com/watch?v=tSO_TiOGIfw
https://www.youtube.com/watch?v=tSO_TiOGIfw
https://www.youtube.com/watch?v=tSO_TiOGIfw
https://www.youtube.com/watch?v=tSO_TiOGIfw
https://www.youtube.com/watch?v=QeKsczeJ5Ik
https://www.youtube.com/watch?v=9rrDDegYN6Y
https://www.youtube.com/watch?v=5XUfpQYPjA0
https://www.youtube.com/watch?v=5XUfpQYPjA0
https://www.youtube.com/watch?v=5XUfpQYPjA0
https://www.youtube.com/watch?v=5XUfpQYPjA0
https://www.youtube.com/watch?v=5XUfpQYPjA0
https://www.youtube.com/watch?v=5XUfpQYPjA0
https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo_sodachi/semmonshokumuke
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/285e4915-7107-4fe2-8a75-b5a354685cc9/6fa7ef5f/20240404_policies_kodomo_sodachi_semmonshokumuke_02.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/a2efa835-e2ed-4f13-a29b-331d865b1b1f/e4f327bc/20250403_policies_kodomo_sodachi_hogosha_02.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=uY1hfFN6OlY
https://www.youtube.com/watch?v=uY1hfFN6OlY
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/f8d6c68b-96e3-41cb-8ae7-39f40047859e/f1c229a2/20250401_policies_kodomo_sodachi_video_brochure_06.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=OTpsNOFJ16w
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/6e941788-9609-4ba2-8242-42f004f9599e/f7700100/20250325_policies_kodomo_sodachi_18.pdf


「はじめの100か月の育ちビジョン」地域コーディネーター養成事業
実施スキーム（イメージ）

統括事業者、モデル団体（地方自治体・民間団体等）

妊婦やその家族
乳幼児 子育て家庭

多様な地域の人々
（小中高生・大学生、高齢者、その他地域住民）

100 Ὦ ◓Ӿ ᴪ ˢ ᴪ ⱪ ῐּיˣ ӽ ˑ

ӽ 100 Ὦ Ӿ ᴂכ ᶨ Ⱨ

交流の機会をコーディネート

委託β

選出

昨今の地縁・血縁の希薄化や少子化の進行、
子育て家庭の孤立など、
こどもや子育てを取り巻く環境が
大きく変化している中で、
特に「はじめの100か月」の重要な時期に、
子育て家庭と地域の人々をつなぐ取組が必要

地域コーディネーター
（若者・高齢者、NPO職員など）

※こども家庭庁に委託された全体統括事業者が
地域コーディネーター研修などを実施
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「はじめの100か月の育ちビジョン」地域コーディネーター養成事業 R7年度モデル団体

No. モデル団体 主な活動拠点 主な活動内容（予定）

１ 宮城県富谷市 宮城県富谷市 乳幼児健診・子育て教室や市内各所での幅広い層へのビジョンの周知啓発、こどもにやさしいまちづくりフォー
ラムを開催するとともに、「はじめの100か月」の親子×高齢者×大学生×地元企業（起業家）による「100か月
×100歳手仕事が繋ぐ世代の交流」事業を実施し、乳幼児親子等と若者・高齢者などの様々な地域住民が継
続的に交流できる機会を創出する。

２ 学校法人
仙台こひつじ学園

宮城県仙台市 こども園を拠点に、高齢者が園児たちと食事を囲む会、高校生が地域の親子向けイベントを企画運営する取組
や、小学生～高校生をプレイリーダーとしてこども園に受け入れ交流する活動、障がい者福祉施設と連携した
マルシェの開催等により、こどもを起点とした、園児・その保護者等と地域住民による多世代・多主体の交流を
実現する。

３ 学校法人 柿沼学園 埼玉県久喜市 小中学生に対するビジョンの理解促進や多世代交流の実施、既存のサークル団体等と乳幼児親子を繋ぐ取組、
行政・社会福祉協議会と連携し、乳幼児親子等が地域交流の場に参加しやすくするための働きかけ等を行い、
乳幼児親子等と地域社会が継続的に繋がっていくことを目指す。

４ 株式会社ネクストビート 埼玉県所沢市 保育学科を有する短期大学や民間団体等と連携し、保育学生が地域コーディネーターとして主体的に「あそび」
を媒介にした乳幼児親子と地域住民をつなぐ交流イベントの運営を行う。これらの取組を通じて、次年度以降も
継続的に活動できる仕組みの構築を目指す。

５ 特定非営利活動法人
新座子育てネットワーク

埼玉県、
東京都武蔵野市、
東京都練馬区

複数の地方公共団体と連携し、各地域のコーディネーターが、小・中・高校生、大学生、ボランティアへのビジョ
ンの周知、乳幼児親子等との交流機会の創出、地元企業・地域イベント・地域の公共施設等と連携した幅広い
層へのビジョンの周知、子育て支援関係者の学習・意見交換の機会の提供、ファミリーサポート援助活動を通じ
たビジョンの実践等を行い、「こどもの育ちを支える社会の厚み」を増す活動の拡大と加速を図る。

６ 特定非営利活動法人
びーのびーの

神奈川県横浜市 小中高生の乳幼児ふれあい体験やこども食堂を通じたビジョンの周知、小中高生や地域住民と乳幼児親子等
との交流機会の創出、地元企業・店舗等へのビジョンの周知や子育てを応援するための取組を地元企業等と
共に検討する取組を行い、街全体で子育てを応援する機運醸成を図る。

７ 石川県野々市市 石川県野々市市 地域の商店街に設置した「こども服交換拠点」を中心に、父親、学生が共に子育てを学ぶワークショップや、高
齢者との交流イベント等を行い、これまで特に乳幼児親子等と関わりの少なかった地域住民と乳幼児親子等と
の日常的な多世代交流の場を創る（一般社団法人はぐネットと連携）。

８ 愛知県長久手市 愛知県長久手市 大学祭や地域イベントで様々な世代がこどもの声を生かすまちづくりやビジョンについて学べる講座等を開催す
るとともに、乳幼児期の親子と小学生～大学生、高齢者、留学生などが共に参加できる子育てサロン等を開催
し、多世代・多文化交流を図る（特例認定NPO法人ながいくと連携）。

９ 株式会社エルパティオ 愛媛県松山市 独自のコーディネーター養成講座の実施、子育て中の母親たちの交流サロンや保育園・児童発達支援施設等
と連携した交流型イベントの開催、地域の学生・高齢者等との多世代交流等を通じ、支援につながりにくい親子
等も日常の中で支援を得られる仕組みづくりや支援の担い手の多層化を図る。

10 有限会社
ミューズプランニング

熊本県益城町 既存のコーディネーター人材や関係機関と連携を図りつつ、各コーディネーターが強みを生かし、高齢者、小・
中・高・大学生、男性や地元企業等を巻き込んだ多世代交流イベントへの参画や企画・運営、ビジョンの啓発活
動を行うことで、地域全体のウェルビーイング向上や持続可能なまちづくりを図る。
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〇 令和６年６月に成立した子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律により、月一定時間までの利用可能枠の
中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付として、こども誰でも通園制度を創設
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○ 児童福祉法において「乳児等通園支援事業」（※）を規定。
（※）保育所その他の内閣府令で定める施設において、乳児又は幼児であつて満３歳未満のもの（保育所に入所しているものその他の内閣府令で定めるものを除く。）に適切な遊び

及び生活の場を与えるとともに、当該乳児又は幼児及びその保護者の心身の状況及び養育環境を把握するための当該保護者との面談並びに当該保護者に対する子育てについての
情報の提供、助言その他の援助を行う事業

○ 子ども・子育て支援法において、「子どものための教育・保育給付」とは別に、「乳児等のための支援給付」を規定。



成育局 保育政策課乳児等のための支援給付交付金（こども誰でも通園制度）

事業の目的

子ども・子育て支援法に基づき、市町村が支給する乳児等のための支援給付の支給に要する費用を負担することにより、全てのこども

の育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわら

ない形での支援を強化することを目的とする。

事業の概要

【対象児童】保育所、認定こども園、地域型保育施設、企業主導型保育施設に在籍していない生後６か月から満３歳未満のこども

【実施事業所】保育所、幼稚園、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保育事業所、地域子育て支援拠点、児童発達支援センター 等

において設備運営基準を満たした事業所

【実施方法】一般型又は余裕活用型

【基本単価】こども一人１時間当たり０歳児：1,700円、１・２歳児：1,400円（内閣府令で定める月の利用可能時間（10時間）を上限）

【加 算】障害児、要支援家庭のこども、医療的ケア児を受け入れる場合の加算の充実、

初回対応加算、生活困窮家庭等負担軽減加算、賃借料加算、特別地域加算、保護者支援面談加算の新設

実施主体等

【実施主体】

市町村

【負担割合】

支援納付金：1/2 国：1/4 都道府県：1/ 8 市町村：1/ 8

新規

令和８年度予算案 349億円（126億円）

乳児等支援給付費等の支弁

都道府県負担分の交付国負担分の交付

市町村

こども誰でも通園制度実施事業所

国 都道府県
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子育て短期支援事業

➢ 保護者が子どもと共に入所・利用可能とする。子どもが自ら入所・利用を希望した場合の入所・利用を
可とする。

➢ 専用居室・専用人員配置の推進、入所・利用日数の柔軟化（個別状況に応じた利用日数の設定を可とする）を進める。

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）

➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケアラー含む）
➢ 訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う。

例）調理、掃除等の家事、子どもの送迎、子育ての助言 等

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）

➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者等を対象
➢ 親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う。
例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の手法で子どもとの関わり方等を学ぶ（ペアレントトレーニング） 等

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）

➢ 養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象
➢ 児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等を行う
例）居場所の提供、食事の提供、生活リズムの調整、学習支援、関係機関との調整 等

市区町村における子育て家庭への支援の充実

地域子ども・子育て

支援事業への位置づけ

✓ 市区町村の計画的整備

✓ 子ども・子育て交付金

の充当

新
設

拡
充

○ 要支援・要保護児童（※１）は約23万人、特定妊婦（※２）は約0.8万人とされる中、支援の充実が求められている。
※１ 保護者への養育支援が特に必要、保護者による監護が不適当な児童 ※２ 出産前において出産後の養育支援が必要な妊婦

○ 地域子ども・子育て支援事業において、訪問型支援、通所型支援、短期入所支援の種類・量・質の充実を図るととも
に、親子関係の構築に向けた支援を行う。

○ 市区町村において計画的整備を行い、特に、支援が必要な者に対しては市区町村が利用勧奨・措置を実施する。

一時預かり事業

➢ 子育て負担を軽減する目的（レスパイト利用など）での利用が可能である旨を明確化する。
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【働きやすい職場環境づくり】
〇保育現場へのICTの導入や保育士のサポートとしての保育補助者等の配
置を推進し、保育士がこどもと向き合う時間を確保
〇巡回支援や交流促進等による保育士や事業者へのサポートを充実
〇休憩の適切な確保や自己研鑽の時間の確保の推進

【新規資格取得と就労の促進】
〇指定保育士養成施設への修学支援や保育所への就職促進の取組への支
援を進める【R6補正、R7～】
〇保育所等で働きながら資格取得を目指す者への支援
〇地域限定保育士制度の一般制度化【法律改正・できるだけ早期に】
〇課題やニーズを踏まえた養成・研修内容の充実を図る
〇保育士の登録に係るオンライン手続き化に取り組む

【離職者の再就職・職場復帰の促進】
〇保育士・保育所支援センターの法制化を行い、保育士確保のための拠
点として位置づけ、関係機関が連携協力して保育士の確保のための支援
を行う体制整備を促進【法律改正・できるだけ早期に】
〇再就職や職場復帰の支援（就職準備金の貸付支援、未就学児をもつ保
育士の保育料の貸付等）

〇潜在保育士の段階的な職場復帰支援
〇職業安定行政と連携して、求人・求職の適切な環境の整備を進める

【新規資格取得支援】
○若年人口が減少していく中で、保育士養成課程を置く大学、短大、専門
学校への入学者数が減少傾向にある。学生の保育職への就職率の維持・
向上も課題

対応のポイント
ᵟ テクノロジー活用、現場の体制やサポートの充実
ᵟ 養成校等の取組の強化
ᵟ 保育士・保育所支援センターの機能強化

【離職者の再就職や職場復帰の支援】
○保育士の登録者数と就労者数に差がある中で、潜在保育士の再就職支援
を進める必要

〇待機児童は大幅に減少してきているが、保育士の有効求人倍率は2.42
倍（令和６年４月）と全職種平均（1.18倍）と比べても高い水準となっ
ている中で、配置基準の改善や「こども誰でも通園制度」の制度化に伴
い、今後も保育士の確保は必要となる
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（出典）一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（厚生労働省）

※保育士の有効求人倍率について、各年度の最も高い月の数値を記載している。
※全職種の有効求人倍率は、実数である。

保育士の有効求人倍率の推移（全国）

○ 直近の令和６年４月の保育士の有効求人倍率は２．４２倍（対前年同月比で０．２７ポイント上昇）となっているが、
全職種平均の１．１８倍（対前年同月比で０．０６ポイント下落）と比べると、依然高い水準で推移している。

保育士

全職種

【職場環境の整備】
○保育士を退職した理由として、仕事量が多いことや労働時間が長いこと
が要因として挙げられている。また、非効率な事務作業や紙での業務に
よってこどもと向き合う時間が取れないといった意見がある

現状・課題等 令和７年度以降の対応等

【保育人材の増加傾向の維持（令和８年度）】
【保育人材の勤続年数の上昇傾向の維持（令和８年度）】
【保育士・保育所支援センターへの登録者数の増加（令和８年度）】

○総合的な保育士確保対策を推進し、保育の提供体制を確保する

取組の方向性
働きやすい職場環境づくり、新規資格取得と就労の促進、離職者
の再就職・職場復帰の促進、保育の現場・職業の魅力発信の取組
を総合的に推進
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○保育士・保育の現場に対するイメージを改善し、保育士を目指す学生を
増やす

【保育士を魅力的だと感じるこども・若者等の割合の増加（令和８年度）】

現状・課題等

【魅力発信プラットフォーム（ハローミライの保育士）の整備・発信】
○こども家庭庁のHPに「ハローミライの保育士」を開設
主に中高生や資格所有者を対象として、保育所等の実践事例集や実践動画など
を掲載し、保育の魅力を発信するとともに、中高生の保護者や進路指導担当者、
地域の方など社会全体の保育士という職業への理解促進に取り組む

【多様な関係者による検討・発信（保育人材確保懇談会等）】
○保育人材確保懇談会
保育の魅力情報発信等の取組について意見交換と情報共有を行い、関係者間の
連携・強化を図る
○保育雑誌編集者懇談会
雑誌編集者との意見交換の場を設けることで保育雑誌を媒介とした保育現場へ
の広報の強化を図る
○保育士・保育所支援センター全国連絡会
好事例の共有・意見交換の場を提供することにより、保育士・保育所支援セン
ターの気運醸成や更なる取組強化を図る 等

【自治体や保育現場等の地域の実情に応じた魅力発信の取組の支援】
○「保育士・保育の現場の魅力発信事業」による自治体の取組の支援
○調査研究による効果的な取組事例の共有等

令和７年度以降の対応等

○SNS上では、保育に関する誤った情報や保育士・保育の現場へのネガ
ティブなイメージが生じ得る内容の情報も存在
○正確な情報を発信することにより、保育士が進路選択にあたっての選
択肢の一つとなること、現在保育士として従事する者が就業を継続する
こと、一度現場から離れた者の復帰、を後押しすることが必要 対応のポイント

ᵟ 保育の現場や保育士の仕事の魅力の発信
ᵟ 保育の魅力・イメージ向上
ᵟ 関係者の連携協働、訴求対象を踏まえた取組

「ハローミライの保育士」トップページ

「保育人材確保懇談会」

「ポスター」

取組の方向性
保育の現場や保育士等の仕事の魅力の発信を進め、若者や保護者
をはじめとする国民の理解を深め、保育人材の確保を図る
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妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業の創設

妊娠期からの切れ目ない支援を行う観点から、子ども・子育て支援法に妊婦のための支援給付を創設するとともに、児童

福祉法に妊婦等包括相談支援事業を創設し、市町村は、妊婦のための支援給付を行うに当たっては、妊婦等包括相談支援事

業等の支援を効果的に組み合わせて行うことを子ども・子育て支援法に規定。

〇 妊婦・その配偶者等に対して面談等により情報提供や相談
等（伴走型相談支援）を行う事業として新設する。

〇 母子保健法の事業との連携確保について定めるとともに、
子ども・子育て支援法上の地域子ども・子育て支援事業に位
置づける。

〇 市町村は、妊婦であることの認定後に５万円を支給。その
後、妊娠しているこどもの人数の届出を受けた後に妊娠して
いるこどもの人数×５万円を支給する。

ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

 ṕ Ṗ
ṕNPO Ṗ

身近で相談に応じ、
必要な支援メニューにつなぐ

※ 給付金の支払方法については、紛争の未然防止や事務の確実かつ効率的な実施の観点から、現金など確実な支払方法とする。
この場合においても、希望者が支給された給付金を妊娠・出産育児関連用品の購入・レンタル費用助成、サービス等の利用負担軽減のクーポン等

で受け取れるようにすることは可能。

Ḳệ 人数の届出後：妊娠しているこどもの人数×５万円の支給

ẑ

ẑ
乳児家庭全戸訪問

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

ẑ

28



子ども食堂
ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・一時預かり＞

子育てひろば
等

産前産後サポート
産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
子どもの居場所

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働こども家庭センター（市区町村）
β地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

民間資源・地域資源と
一体となった
支援体制の構築

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て支援拠点事業など子育て支援の施設・事業を行う場を想定。

○市町村は、中学校区に１か所を目安に設定することを原則としつつ地域の実情に応じて整備。

障害児支援

地域子育て相談機関

○ 地域子育て相談機関は、利用者にとって敷居が低く、物理的にも近距離にあり、全ての妊産婦及びこどもとその家庭
からの相談に応じ、子育て世帯に対して情報発信や能動的な状況確認等による子育て世帯と継続してつながる工夫、関
係機関との連携を行う機関。

○ この整備により、子育て世帯との接点を増やし、こどもの状況把握の機会を増やすことを目的としている。特に、子
育て世帯の中には、行政機関であるこども家庭センターに直接相談することへの抵抗感もあり得ることから、こども家
庭センターを補完することを想定。

○ 市町村において、地理的条件、社会的条件、子育て関連施設の状況等を総合的に勘案して定める区域ごとに整備。

妊産婦 子育て世帯 こども

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞
＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な連携

地域子育て相談機関

妊産婦、子育て世帯、子どもが気軽に相談できる子育て世帯の身近な相談機関

病児保育
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放課後児童対策パッケージ2026のポイント

2025 ṕẑṖ

①放課後児童クラブの新たな受け皿整備の目標の設定

②受け皿整備の方向性

Ẇ 2030 165

Ẇ

Ẇ

Ẇ

③これまでの取組の更なる推進

Ẇ
ṕ Ṗ

ẑ 2025

ṕ Ṗ ễ

2025 ệ 157

2030 165
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放課後児童対策パッケージ2026（令和7年12月）概要
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乳幼児触れ合い体験の推進について（事務連絡）（概要）

͑ 12 Ὦ22 τʺάςϜ☼├τḩβϥṁ σ Ϟ Ⱨ‮ ότάςϜ☼├Ϭ βϥθϛτ σⱧοΜντ‮ ϛθˮάςϜ –˯ΥᶕṳὨ
ήϦϘΰθʻάςϜ –τΣΜοψʺжϱТІГ˔Ѕ χ Ⱨᶘʺοΰρ‮ ṍʾ◘ ṍτʺάςϜʾֿיּבΥꜛϣχжϱТДЃϱрϬ ΪϥϢΞʺ ˑ
σ▫Ⱨʾк˔иЯДиτ ϦϥṐᵓʺּזᵓ ρχῖ χ ʺ ⱪρ Ϧ›ΞṐᵓσςχ ϬβϥάρρΰοΜϘβʻまた、同日に閣議決定された「幼児
期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン（はじめの100 か月の育ちビジョン）」（以下、「はじめの100 か月の育ちビジョン」という。）においては、
自身の育ちを支えられた者が次代のこどもの育ちを支える好循環を生み出すためにも、ライフイベントの多様性を尊重しつつ、全ての人が学童期・思春期・
青年期から、教育機関や地域において、乳幼児の育ちや子育てについて学んだり、乳幼児と関わったりする体験ができる機会を保障することとしています。
◓ᴟΥ “ΰʺ χ ᶨπ ⱪρ Ϧ›ΞṐᵓΥᾚ ΰοΜϥρχ◙ ϜΚϥ ʺ ⱪ Ϧ›Μ ᾓψʺάςϜʾֿיּבτρμοʺάςϜϬ ϙӾ

οϥάρϞᴪ ϬⱱνάρΥϱЮ˔ЅπΦϥṝ σṐᵓρσϤϘβʻνΦϘΰοψʺ 29 ͍Ὦ11 ΪⱧ πϜ ΰοΜϘβΥʺᵠϛοᶆ
ᾉτΣΤϦοψʺ ⱪ Ϧ›Μ ᾓτḩβϥ ΥʺάςϜ –ʺψαϛχ100 ΤὮχӾκРЅдрẉόⱳ Ӿ כ◦ ├ ˢ 15 120 
‹ʻӟᴞˮⱳ ˯ρΜΞʻˣτṁξΨ“ ὓᵊ├ ◙ τ Ϥ₅ϘϦοΜϥάρ ότ ᶘ ẉό‰ ᶘ ᶘ ◙ χṜ∏Ϝ ϘΠʺḩἰ ộπ
ὀϬ ϤσΥϣʺ ⱪ Ϧ›Μ ᾓϬ ớ τם☼ΰοΜθιΨϢΞΣḻΜΜθΰϘβʻ

１乳幼児触れ合い体験の位置付け等について
ˢ͍ˣάςϜ –
άςϜ☼├τḩβϥжϱТІГ˔Ѕ χ Ⱨʺοΰρ‮ ϬὝΠϥ τ ρσϥ ꜡τḩβϥ ằϞễӾρΰοʺ ⱪ Ϧ›Μ ᾓτ
ḩβϥ Υ Ϥ₅ϘϦοΜϘβʻ
（２）はじめの100 か月の育ちビジョン
こどもの育ちを切れ目なく支えるとともに、保護者・養育者を支援・応援する観点から、全ての人が乳幼児の育ちや子育てについて学ぶことや、乳幼児

と関わる体験の重要性に関する内容が盛り込まれています。
ˢ͏ˣⱳ
ⱳ ͓ ͍ṛχ‮ τṁξΨ“ ὓᵊ├ ◙ τΣΜοʺ ⱪ Ϧ›Μ ᾓτḩβϥ Υ Ϥ₅ϘϦοΜϘβʻ
ˢ͐ˣᶘ ◙
ᶘ ᶘ ◙ ẉό‰ ᶘ ᶘ ◙ τΣΜοʺ ⱪẉό ⱪρχ Ϧ›Μ ᾓτḩβϥ Υ Ϥ₅ϘϦοΜϘβʻ

ˢ͑ˣⱪ ḬϹϱЖжϱр
◓ςϜϬ ϙӾοϥάρχӪṰϬ ᵔΰʺ◓ςϜϞᴪ χ ήϬ ᵔβϥάρΥṍ πΦϥθϛʺ ᶘ ẉό‰  Υ ⱪρ Ϧ›ΞṐᵓϬ
ῲΫϥθϛχ︡ τḩβϥ Υ Ϥ₅ϘϦοΜϘβʻ

２乳幼児触れ合い体験の推進のための取組について
ᾉẉό◕Ỹ τΣΜοψʺḩἰβϥ ộΥ ὀΰʺ ⱪ Ϧ›Μ ᾓϬ βϥάρΥ πβʻἇ τψʺάςϜ ├ʾ ◓ᴟ ├ χ
ộΥ ρσμοʺ ӽχם τᴂαʺᶘ Ϭψαϛρβϥ ˑσḩἰṐḩΥẸ ΰο︡Ϥ Ϛ Ϭ  βϥάρΥ ρ―ΠϣϦϘβʻ
Πωʺ◓Ӿο◦כϬ βϥᴿτΣΜοʺ ӽπ ⱪ Ϧ›ΜτνσΥϥ ᾓᶨ χ Ϭ Ϊʺᶘ Ϭ αο ằϬβϥσςΰʺ ᶘ Ϟ‰

ᶘ χ Υʺ Ộ πχ ᾓτρςϘϣγʺṆ τᴂαο╥ᴥπΦϥϢΞτβϥάρϜ῟ᴮ πΚϥρ―ΠϣϦϘβʻ
ήϣτʺ ⱪ ◓χ╥ᴥϬ ϥθϛτψʺ ӽ◓Ӿο◦כẤ Ϟⱪ Ḭ χ τיּ ΦΤΪϬ“ΞϕΤʺ ◓ ὲⱧỘˢ ⱪὲ ˣ ρ
ὀΰʺ╥ᴥּיϬᶎ βϥθϛχ︡ Ϭ“ΞάρϜ῟ᴮ ρ―ΠϣϦϘβʻ

３地域少子化対策重点推進交付金について
ᾉẉό◕Ỹ ψʺ ⱪ Ϧ›Μ ᾓϬם☼βϥ ›τϜάςϜᴪ χ ӽ ◓ᴟ ├ ῖ ỲϬᶨ ˢӦ Ϟ„◖ּךỲʺᵓ ►

ʺ ʺЩжрГϰϯ ᾑ Υ Ὂ ˣβϥάρΥᴦ πβʻ
σΣʺ ⱪώϦΚΜ ᾓⱧỘτνΜοψ ῖ Ỳχ ЮИв˔ρӡ ξΪοΣϤʺ Ϭԁ χⱧỘϢϤ‰Ψ ΰοΜϘβʻ

ˢ ͑ 12Ὦ26 ΪʿάςϜᴪ ʾ ᴬᶘ Τϣᶆ ᾉʾ◙ ◕ễӾӦԌᵓ Ӎοˣ
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【主な対象経費】 講師や受入家庭への諸謝金、会場使用料、受入家庭の募集・マッチングに関する費用等

地域少子化対策重点推進交付金
重点メニュー：若い世代の描くライフデザイン支援

将来の様々なライフイベントに対応できる知識・情報（結婚、子育て、ワーク・ライフ・バランス等）を習得するセミナーやワーク
ショップを実施したり、乳幼児とふれあう体験や子育て世帯との意見交換などを通じて結婚・子育てに対する理解を深めたり
すること等により、若い世代が希望を持ってライフデザインを描けるように支援する取組

取組例①ライフデザインセミナー

○将来の様々なライフイベントに柔軟に対応できるよう、必
要な知識・情報を総合的に習得する機会を提供

○将来のライフデザインを希望を持って描くことができるよう、
双方向の対話により自ら考えながらライフデザインを描く
などの要素を取り入れ、将来のライフイベントについて考
える機会を提供
例：地域の企業や大学等と連携したライフデザインを
考える機会の提供
各年代に応じた内容による講座等をパッケージで
実施するライフデザイン支援

取組例②子育て家庭やこどもとのふれあい体験

34

○乳幼児と直接ふれあう体験をすることにより、命の大切さ
や、乳幼児との関わり方等について学び、結婚・子育てに
対する理解を深める 【乳幼児ふれあい体験】

○子育て世帯を訪問し、子育て・家事の体験や子育て世帯
との意見交換等を行うことを通じて、結婚・子育てについ
て考える 【子育て体験プログラム】



母子健康手帳について

（妊娠の届出）
第15条 妊娠した者は、内閣府令で定める事項につき、速やかに、市町村長に妊娠の届出をするようにしなければならない。

（母子健康手帳）
第16条 市町村は、妊娠の届出をした者に対して、母子健康手帳を交付しなければならない。
２ 妊産婦は、医師、歯科医師、助産師又は保健師について、健康診査又は保健指導を受けたときは、その都度、母子健康手帳に必要
な事項の記載を受けなければならない。乳児又は幼児の健康診査又は保健指導を受けた当該乳児又は幼児の保護者についても、同様
とする。

３ 母子健康手帳の様式は、内閣府令で定める。
４ 前項の内閣府令は、健康診査等指針と調和が保たれたものでなければならない。

（母子健康手帳の様式）
第７条 法第16条第３項の内閣府令で定める母子健康手帳の様式は、様式第３号又はその他これに類するものであつてこども家庭庁長
官が定めるもの、及び次の各号に掲げる事項を記載したものによる。
１ 日常生活上の注意、健康診査の受診勧奨、栄養の摂取方法、歯科衛生等妊産婦の健康管理に当たり必要な情報
２ 育児上の注意、疾病予防、栄養の摂取方法等新生児の養育に当たり必要な情報
３ 育児上の注意、疾病予防、栄養の摂取方法、歯科衛生等乳幼児の養育に当たり必要な情報
４ 妊産婦の健康管理及び乳幼児の養育についての相談窓口に関する情報
５ 予防接種の種類、接種時期、接種に当たつての注意等予防接種に関する情報
６ 母子保健に関する制度の概要、児童憲章等母子保健の向上に資する情報
７ 母子健康手帳の再交付に関する手続等母子健康手帳を使用するに当たつての留意事項

様式第３号に定めるもの 次の各号に掲げる事項

必須記載事項（府令様式）
必ず記載しなければならない全国一律の内容。内閣府令で様式を

規定。（児童家庭局長通知で作成及び取扱い要領を通知）
例：妊娠中の経過、乳幼児期の健康診査の記録、保健指導に関す
る記録、予防接種の記録、乳幼児身体発育曲線 等

○ 市町村が、妊娠の届出をした者に対して交付。
○ 妊娠、出産及び育児に関する一貫した健康記録であるとともに、乳幼児の保護者に対する育児に関する指導書。

任意記載事項（通知事項）
自治体の任意で記載する内容。内閣府令で記載項目のみを定め、
通知で様式を示している。自治体独自の制度等に関する記載も可能。
（母子保健課長通知で作成例を通知）

概要

母子保健法

母子保健法施行規則
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改正年等 名称 主な改正内容

昭和17年～ 妊産婦手帳 ・ 出産の状況、妊産婦・出産児の健康状態等。

昭和23年～ 母子手帳 ・ 乳幼児期までの健康状態の記録欄等の追加。

昭和41年～ 母子健康手帳
・ 医学的記録欄がより詳細に。
・ 保護者の記録欄等の追加（育児日誌的性格も付加）。

昭和51年改正 母子健康手帳
・ 母親の記入欄を増やし、母子の健康記録として活用できるようにした。
・ 発育障害等の早期発見に役立つよう子どもの成長発育過程に沿って具体的な設問を設けた。
・ 身体発育パーセンタイル値を取り入れた。

昭和62年改正 母子健康手帳

・ 障害の早期発見に資する質問や、精神発達・運動発達、親子関係に関する質問を加えた。
・ 歯科保健の記載欄を新たに設けた。
・ 今までにかかった主な病気欄を設け、学校保健への連携を考慮した。
・ 産後の母親の記録欄に精神状態をチェックする設問を設けた。

平成３年改正 母子健康手帳
・ 手帳の交付事務が市町村に委譲されることを踏まえ、自治体の特性を盛り込めるようにした。
・ 育児のしおり、事故防止、乳幼児の栄養、出産・育児に関する働く女性のための法律等の情報を記載した。

平成14年改正 母子健康手帳

・ 保護者の不安をあおらないよう、離乳の状況や乳幼児身体発育曲線に幅をもたせた。
・ 乳幼児虐待の防止に配慮し、子育て支援のための記述の充実を図った。
・ 父親の育児参加を促進する記載を追加した。
・ 働く女性のための出産、育児に関する制度の解説を充実した。

平成20年改正 母子健康手帳
・ 離乳の時期の概念を従前の５か月頃から、５～６か月頃に遅らせたことに伴い所要の記載内容を改正。
・ １歳健康診査頁及び保護者の記録（１歳６か月の頃）頁について、表現を適正化する趣旨から、記載中「おやつ」を「間食（お
やつ）」に改正。

平成23年改正 母子健康手帳

・ 妊婦経過の記載欄に
① 妊娠・分娩の際のリスクに関する情報を追記。② 妊婦健康診査の記録欄の増加。③妊産婦等の自由記載欄の増加。
・ 成長発達の確認項目の一部について、保護者が記載しやすいよう、達成時期を記載する形式に改正。
・ 胆道閉鎖症等、生後１ヶ月前後に便色の異常を呈する疾患の早期発見のため、新生児の便色に関する情報を記載。
・ 乳幼児身体発育曲線及び幼児の身長体重曲線を改訂。

令和４年改正 母子健康手帳

・ 父親等の育児参画促進等の観点から、「妊娠」に「父親や周囲の方の記録」欄を設けた。
・ 「出産」の「出産後の母体の経過」欄に、産後ケア及び地域の子育てに関する相談機関（こども家庭センター等）の利用に関し
て記
録する欄を追加。
・ 「乳児」及び「幼児」の「保護者の記録」欄について、生後２週間頃及び２か月頃の欄を設けた。
・ 「乳児」に「２か月児健康診査」欄を設けた。

令和６年改正 母子健康手帳
・ 乳幼児身体発育曲線及び幼児の身長体重曲線の記載を改正。乳児身体発育曲線については、出生体重1000g 未満の低出生体重
児のこどもについても成長に合わせた記載ができるよう体重の目盛を０kgからの記載とした。
・ 検査の記録の記載を改正し、先天性サイトメガロウイルス検査の項目を追記。

母子健康手帳の主な改正の経緯
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成育局 母子保健課産後ケア事業（子ども・子育て支援交付金） 

○ 出産後１年以内の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を行う産後ケア事業について、少子
化の状況を踏まえ、安心・安全な子育て環境を整えるため、法定化により市町村の努力義務となった当事業のユニバーサル化を目指す。こども家庭センター
や伴走型相談支援との連携により、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援の提供を行う。

※ 「産後ケア事業」は、母子保健法の一部を改正する法律（令和元年法律第69号）により、市町村の努力義務として規定された（令和３年４月１日施行）

◆ 対象者
産後ケアを必要とする者

◆ 内 容
出産後１年以内の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施する。

◆ 実施方法・実施場所等
（１）「宿泊型」 ・・・ 病院、助産所等の空きベッドの活用等により、宿泊による休養の機会の提供等を実施（利用期間は原則７日以内）
（２）「デイサービス型」・・・ 個別・集団で支援を行える施設において、日中、来所した利用者に対し実施
（３）「アウトリーチ型」・・・ 実施担当者が利用者の自宅に赴き実施

◆ 実施担当者
事業内容に応じて助産師、保健師又は看護師等の担当者を配置。※ 宿泊型を行う場合には、24時間体制で１名以上の助産師、保健師又は看護師の配置が条件
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【実施主体】市町村（特別区を含む）

【補 助 率】 国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

※都道府県負担の導入（R6以前は、国１／２、市町村１／２）

【補助基準額】
（１）デイサービス・アウトリーチ型 １施設あたり月額 1,849,300 円

（２）宿泊型 １施設あたり月額 2,781,800 円

（３）①住民税非課税世帯に対する利用料減免（R4～） １回あたり 5,000 円

②上記①以外の世帯に対する利用料減免（R5～） １回あたり 2,500 円

（４）24時間365日受入体制整備加算（R4～） １施設あたり年額 3,080,600 円
（５）支援の必要性の高い利用者の受け入れ加算（R6～） １人当たり日額 7,000 円

（６）兄姉や生後４か月以降の児を受け入れる施設への加算（R7～）

１施設当たり月額 182,900 円
（７）宿泊型について、夜間に職員配置を２名以上にしている施設への加算（R7～）

１施設当たり月額 256,700 円

事業の目的

事業の概要

実施主体等 事業の実績
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令和８年度予算案 77億円（66億円）

※令和６年度までは母子保健医療対策総合支援事業として実施（令和６年度予算額：60.5億円）【平成26年度創設】
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○ 市町村は、１歳６か月児及び３歳児に対して、健康診査を行う義務があるが、その他の乳幼児に対しても、
必要に応じ、健康診査を実施し、また、健康診査を受けるよう勧奨しなければならない。

○ 根 拠 （母子保健法）
第１２条 市町村は、次に掲げる者に対し、厚生労働省令の定めるところにより、健康診査を行わなければならない。
１ 満１歳６か月を超え満２歳に達しない幼児
２ 満３歳を超え満４歳に達しない幼児
第１３条 前条の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査を受ける
ことを勧奨しなければならない。

○ 健診内容
① 身体発育状況
② 栄養状態
③ 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無
④ 皮膚の疾病の有無
⑤ 歯及び口腔の疾病及び異常の有無
⑥ 四肢運動障害の有無
⑦ 精神発達の状況
⑧ 言語障害の有無
⑨ 予防接種の実施状況
⑩ 育児上問題となる事項
⑪ その他の疾病及び異常の有無

○ 受診人数（受診率） 782,952人（96.9％）

○ 健診内容
① 身体発育状況
② 栄養状態
③ 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無
④ 皮膚の疾病の有無
⑤ 眼の疾病及び異常の有無
⑥ 耳、鼻及び咽頭の疾病及び異常の有無
⑦ 歯及び口腔の疾病及び異常の有無
⑧ 四肢運動障害の有無
⑨ 精神発達の状況
⑩ 言語障害の有無
⑪ 予防接種の実施状況
⑫ 育児上問題となる事項
⑬ その他の疾病及び異常の有無

○ 受診人数（受診率） 840,352人（96.0％）

１歳６か月児健診 ３歳児健診

乳幼児健康診査（１歳６か月児健診・３歳児健診）について

β平成１７年度に一般財源化（地方交付税措置）
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成育局 母子保健課成育局 母子保健課「１か月児」及び「５歳児」健康診査支援事業

事業の目的

事業の概要

実施主体等

令和７年度補正予算 28億円【令和５年度補正創設】
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成育局 成育環境課地域子育て支援拠点事業

事業の目的

事業の概要

実施主体等

拡充

子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育ての不安・悩みを相談できる場を提供する。

【一般型】公共施設、空き店舗、保育所等に常設の地域の子育て拠点を設け、地域の子育て支援機能の充実を図る取組を実
施

【連携型】児童館等の児童福祉施設等多様な子育て支援に関する施設に親子が集う場を設け、

子育て支援のための取組を実施

①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進

②子育て等に関する相談、援助の実施

③地域の子育て関連情報の提供

④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

基本事業

【実施主体】 市町村（特別区を含む） 【補助率】 国１/３、都道府県１/３、市町村１/３

【主な補助基準額】 ※ 開設日数等により単価が異なる

○基本事業

・一般型 6,314 千円（3日～4日型、職員３名配置の場合）

9,023 千円（5日型、常勤職員を配置の場合）

10,084 千円（6日型、常勤職員を配置の場合）

             11,154 千円（7日型、常勤職員を配置の場合）

・連携型 3,348 千円（５～７日型の場合）

【実施か所数の推移】（単位：か所数）

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

7,578 7,735 7,856 7,970 8,016

⚫ 少子化や核家族化の進行、地域社会の変化など、こどもや子育てをめぐる環境が大きく変化する中で、家族や地域における子育て機

能の低下や子育て中の親の孤独感や不安感の増大等に対応するため、地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点の

設置を推進することにより、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、こどもの健やかな育ちを支援するこ

とを目的とする。

○加算事業

・子育て支援活動の展開を図る取組（一時預かり等）

3,374 千円 （一般型（５日型）で実施した場合）

・地域支援加算1,646 千円

・特別支援対応加算1,147 千円

・育児参加促進講習休日実施加算 443千円

・賃借料補助加算2,500 千円【拡充】

○開設準備経費

（１）改修費等 4,000 千円

（２）礼金及び賃借料（開設前月分） 600千円
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○更なる展開として

・地域の子育て支援活動の展開を図る

ための取組（一時預かり等）

・地域に出向き、出張ひろばを開設

・高齢者等の多様な世代との交流、伝統文化や

習慣・行事の実施 等
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＜子ども・子育て支援交付金（こども家庭庁）＋重層的支援体制整備事業交付金（厚生労働省）＞

令和７年度当初予算 2,345 億円の内数（2,208 億円の内数）※（）内は前年度当初予算額



＜子ども・子育て支援交付金＞令和７年度当初予算 2,138 億円の内数（2,074 億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

成育局 成育環境課子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

事業の目的

⚫ 乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かりの援助を受けたい者と当該援助を行いたい

者との相互援助活動に関する連絡、調整等を行う。

事業の概要

実施主体等

拡充

○主な実施要件

・会員数は２０人以上

・相互援助活動中のこどもの事故に備え、補償保険への加入

・こどもの預かり場所の定期的な安全点検の実施

・事故発生時の円滑な解決に向けた会員間の連絡等の実施

・提供会員に対して、緊急救命講習及び事故防止に関する講習

と、少なくとも５年に１回のフォローアップ講習の実施

○相互援助活動の例

・保育施設や放課後児童クラブ等までの送迎

・保育施設の開始前、終了後又は学校の放課後、冠婚葬祭、

買い物等の外出の際のこどもの預かり

○実施市町村 （令和５年度）996市町村、（令和４年度）982市町村

ṕ Ṗ
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【実施主体】 市町村（特別区を含む） 【補助率】 国：1/ 3、都道府県：1/ 3、市町村：1/ 3

【主な補助基準額】
○基本事業 2,000千円（会員数100～299人の場合、会員数に応じて段階的に設定）、土日実施加算：1,800千円
○病児・緊急対応強化事業 1,800 千円（預かり等の利用件数 ～59件の場合、利用件数に応じて段階的に設定）
○預かり手増加のための取組加算 ①1,200 千円 （出張登録会や無料託児付き説明会の開催、SNS等を活用した周知・広報などの取組を行う場合に加算）

② 500千円（提供会員数19人以下で前年度より2人以上増加の場合、提供会員の増加数等に応じて段階的に設定）

○提供会員の定着促進加算 500千円 （提供会員になって間もない会員等を対象に、フォローアップ面談や相談体制の構築を行う場合に加算）
○ひとり親家庭等の利用支援 500千円 ○地域子育て支援拠点等との連携 1,500 千円
○性被害防止対策加算 580千円（性加害防止対策に資する取組として講習・広報啓発等を実施した場合に加算）【拡充】
○開設準備経費 改修費等 4,000 千円 礼金及び賃借料（開設前月分） 600千円

Ệ
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こども・子育てを応援する人をふやしていきたい！ こどもまんなかアクション



こども・子育てにやさしい地域づくりのために、自治体を主体としたシンポジウムを全国で開催。

ệ 43 Ị 15

ẇ noteẇ Ḳ

「こどもまんなかアクション」リレーシンポジウム
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「こどもまんなかアクション」サポーターの取組事例とこども家庭庁との連携

◆こども家庭庁が子育て中の親子が気軽に交流し、
子育ての悩みや不安を相談できる場として
設置を推進している、地域子育て支援拠点
（子育てひろば）

◆ピジョン株式会社が全国の中学生に向けて提供する
体験授業「赤ちゃんを知る授業」
～赤ちゃんに触れる機会が少ない今、こどもたちに

伝えたいこと～

47

こどもまんなかな取組をされているサポーターの取組にこども家庭庁職員が参加し、
そのレポートをこども家庭庁公式noteに掲載することで、その取組を見える化



「こどもまんなかアクション」サポーターとの連携イベント

48

◆ユースのアクションサミット2025

◆こどもの居場所づくりオールミーティング

こどもまんなか社会と地域のウェルビーイングを考える
『ユースのアクションサミット2025』を2025年８月８日（金）

に開催。全国のこどもまんなか応援サポーターの中から、
各地域でこどもの居場所づくりや学習支援などの活動を
している中学生～20代のユース世代の6団体が参加。

こどもまんなかの居場所づくりの機運を高めるべく
『こどもの居場所づくりオールミーティング』を2025年
9月25日（木）に開催。全国のこどもの居場所づくり

に関わる多様なプレイヤーが集まり、地域に広がる
多様なこどもの居場所紹介ムービーを視聴したのち、
居場所づくりについてディスカッションを行った。

◆こどものまわりのおとなサミット2025

2026年2月6日（金） 『こどもまわりおとなサミット』を開催。

全国各地で“こどもまんなか応援サポーター”として活動
する「こどものまわりのおとなたち」に焦点を当て、

こども・子育て支援の現場で得られた知見の共有や意見
交換を行い、実践を広げていく場となった。



こども・子育てを応援する人をふやしていきたい！ こどもまんなかアクション

LINE
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健やか親子２１全国大会及び健やか親子２１内閣府特命担当大臣表彰について

○ 成育医療等基本方針に基づく国民運動の一環として、講演やシンポジウムなどの開催により、「健やか親子」の推
進を図るとともに、成育過程にある者の心身の健やかな成育や妊産婦の健康の保持・増進に寄与する取組を推進して
いる個人・団体・自治体・企業を表彰。

＜健やか親子２１全国大会特設ページ（健やか親子２１ウェブサイト内）＞
URL：https://sukoyaka21.cfa.go.jp /zenkokutaikai /

〇 功労者表彰
成育過程にある者の心身の健やかな成育並びに妊産婦の健康の保持及び増進に寄与する取組に長年携わり、地域社会
全体でこどもの健やかな成長を見守り育む地域づくりに貢献している個人及び団体を表彰するもの。

〇 健やか親子表彰
国及び地方公共団体が講ずる成育医療等の提供に関する施策に協力し、先駆的な取組により、成育過程にある者の心
身の健やかな成育並びに妊産婦の健康の保持及び増進に寄与する自治体・団体・企業を表彰するもの。

＜健やか親子２１内閣府特命担当大臣表彰特設ページ（健やか親子２１ウェブサイト内）＞
URL：https://sukoyaka21.cfa.go.jp /award_list /

https://sukoyaka21.cfa.go.jp /award - 2023/

健やか親子２１全国大会について

健やか親子２１内閣府特命担当大臣表彰について
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成育医療等基本方針に基づく国民運動として、子育て当事者・国
民全体へ妊娠・出産・子育て期の健康に関する情報発信を行う。

目的

健やか親子２１と成育基本法について
成育基本法や健やか親子２１応援メンバーである地方公共団体・企
業・団体・大学等の活動内容について紹介しています。

マタニティマーク
マタニティマークの目的や使用ガイドなどを掲載しています。

母子健康手帳情報支援サイト
妊娠中から乳幼児までの健康に関する重要な情報や子育てに関する
必要な知識を掲載しています。

データでわかる妊娠・出産・子育て
妊娠・出産・子育て期の健康についてデータとイラストでわかりや
すく説明しています。

参考資料
調査研究事業などで作成された妊娠期から子育て期の健康づくりに
参考となる資料を掲載しています。

産後ケア事業
産後ケア事業に関する動画、チラシ等を掲載しています。

主な掲載内容

健やか親子２１公式ウェブサイト
（妊娠・出産・子育て期の健康に関する情報サイト）

https://sukoyaka21.cfa.go.jp/
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